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井手町地域振興交流拠点施設（以下、「本施設」という。）の指定管理者が行う管理業務の内容、

範囲及び基準は募集要項及びこの仕様書による。 

 

１ 趣旨 

本仕様書は、本施設の指定管理者が行う業務の内容、範囲及び基準について定めることを目

的とする。 

 

２ 管理基準 

 指定管理者は施設の管理の実施事項を定めた協定（以下「基本協定」という。）並びに当該年度

における事項を定めた協定（以下「年度協定」という。）及び今後制定予定の井手町地域振興交流

拠点施設の設置及び管理に関する条例（以下、「設置管理条例」という。）並びに関係法令のほか、

事業計画書等に従い管理運営を実施する。 

(１)施設概要 

①名称及び所在地 

ア 名 称 井手町地域振興交流拠点施設 

イ 所在地 井手町大字井手小字東高月 他 (山吹ふれあいセンター内) 

 

②管理業務施設概要 

※添付資料「井手町地域振興交流拠点施設敷地（管理地）位置図」等参照。 

   ア 山吹ふれあいセンター１階北側 

ａ 主要用途 施設を訪れる来場者への物販、飲食、その他サービス提供 

     b 施設構造 鉄筋コンクリート造・木造 

     c 延床面積 物販・飲食施設   約 366㎡ 

管理施設    約 91㎡ 

   住民ギャラリー・交流スペース 約 101㎡ 

    d 付属設備 厨房設備、売場用什器、冷凍・冷蔵庫、管理室設備など 

             

   イ ニワ（屋外） 

      a 主要用途 施設を訪れる来場者の休憩及び来場者向けイベント等の実施用 

b 施設構造 緑地、一部タイル等 

c 敷地面積 約 382㎡        

d 付属施設 植栽・園路設備等 

  

ウ 多目的ホール・テラス（３階） 

      a 主要用途 施設を訪れる来場者の休憩及び来場者向けイベント等の実施用 

b 施設構造 鉄筋コンクリート造・木造 

c 敷地面積 約 75㎡        

d 付属施設 特になし 

 

   エ 駐車場 

      a 主要用途 施設を訪れる来場者を対象とする駐車用スペース（１２台程度） 

b 施設構造 アスファルト 

c 敷地面積 約 820㎡  

d 付属施設 特になし      
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（２）開館時間 

施設の営業時間や休館日については、現段階では年中無休、午前９時から午後６時を想定して

いるが、指定管理者からの提案に基づき、町と協議のうえ定めるものとする。 

※ なお、指定管理者は町の承認を得て、休館日・営業時間を変更することができる。 

 

（３）指定管理期間（予定） 

令和５年１月１日～令和１０年３月３１日（開業準備期間含む） 

 

（４）利用の制限 

本施設の利用制限は、今後制定予定の設置管理条例のとおりとする。 

 

（５）個人情報の保護 

指定管理者は、利用者等の個人情報の取り扱いについて、井手町個人情報保護条例に基づき、

漏えい、改ざん、滅失及びき損等の事故の防止その他の個人情報の適正な管理のために必要な

措置を講じなければならない。 

 

３ 指定管理者が行う業務の範囲 

（１）共通事項 

①指定管理者は、基本協定、年度協定、設置管理条例、及び関係法令等のほか、事業計画

書等に従って本業務を実施するものとする。 

②指定管理者は、あらかじめ町の承諾を受けた場合を除いて、本業務の一部を第三者に委託し、

又は請け負わせてはならない。 

 

（２）運営に関する事項 

①基本方針 

指定管理者は、本施設の利用者の満足度向上を図るための創意工夫を凝らした運営を企

画・実行するとともに、利用者の安全確保を第一に各種施設の保守点検等を行い、安全管理

を考慮した人員配置・組織体制を整えた管理運営を行うこと。 

また、住民や地域外利用者の利便性向上及び相互の交流促進を図るとともに、本町の玄関 

口として、観光資源をはじめ食や特産品、自然、歴史文化といった町の魅力を地域と一体とな

って発信し、地域の活性化を図ること。 

②施設別業務内容 

①に基づき、本施設の運営について次のとおり想定しており、これらを参考に事業計画書に

おいて提案すること。指定管理候補者の選定後、提案内容により井手町と指定管理候補者と

の協議のうえ決定する。なお、これらの業務に係る経費については、運営による利益をもって

充てることとする。 

 

ア 物品販売業務 

・井手町を中心に様々な特産品やお土産等を販売すること。 

・井手町の農産物等を中心に産地直売を実施すること。 

 

イ 飲食提供業務 

・利用者が快適に休憩出来るよう、簡易な飲食を提供すること。 

  ・地域の食材等を使用した飲食を提供し、利用者に井手町の食の魅力を発信すること。 
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ウ 交流促進業務 

  ・住民ギャラリー・交流スペースやニワ、多目的スペース・テラス等を活用し、イベント等を企画、

開催するなどして積極的に賑わいを創出し、町内外からの誘客、交流を図ること。 

・企画内容は、本施設の設置趣旨を損なわないよう、適正に実施すること。 

・積極的に地域住民等の参画を促し、また井手町や関係団体等と連携して取り組むこと。 

 

エ 魅力発信業務 

  ・地域の関係団体等と連携し、観光・食・自然・歴史文化・特産品等、井手町の様々な魅力を

発信すること。 

  ・インターネット、ＳＮＳ等を活用し、本施設の魅力を発信すること。 

 

オ JA・商工会をはじめ町内事業者等との連携や打ち合わせ協議 

  ・地域内の JA・商工会等の組織と協力し、町内事業者等との連携を図ること。 

 

   カ その他指定管理業務の実施にあたり必要な業務 

   ・ア～オ以外で本施設の開業・運営等に必要な業務について、町と調整しながら実施するこ

と。 

 

（３）総務事項 

本施設の管理運営業務全般、監督、指導業務を円滑に実施し、必要に応じて町と連絡調整す

ること。 

① 会計・統計・帳簿等の作成 

ア 物販・飲食・その他のサービス等の利用者数、売上状況を作成し、町に報告すること。 

イ 消費税及び地方消費税の徴収・納付に関する業務を行うこと。 

ウ 会計処理業務を行うこと。 

②渉外に関すること 

ア 町からの指示、伝達、連絡事項等の折衝事務を速やかに遂行すること。 

イ 業務に必要な許認可、届出等の法的手続き等を行い、また町や関係官公庁との連絡調整 

に十分留意すること。 

ウ 外部業者による工事、保守、点検等に際しては、事前に十分に連絡をとること。 

エ 施設案内用のパンフレット等を作成すること。 

③緊急時の対応 

ア 本業務の実施に関連して事故や災害等の緊急事態が発生した場合、指定管理者は速や 

かに必要な措置を講じるとともに、町を含む関係者に対して緊急事態発生を通報しなけれ 

ばならない。 

イ 事故等が発生した場合、指定管理者は町と協力して事故等の原因調査に当たるものとす 

る。 

 

（４）本施設の利用許可並びに利用料の徴収等に関する業務 

本施設の利用の許可及び制限、並びに利用料の徴収等については、今後制定予定の設置管

理条例のとおり取り扱うこと。 

 

（５）利用者等へのサービス提供に関する業務 
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各種事業等を実施する上で、利用者等の満足度向上を図ること。 

 

（６）利用者等の安全確保 

①防犯・防災に努め、日常巡回業務を行い利用者の安全確保に努めること。 

ア 火災等の事故防止 

イ 館内外のガス器具、水道栓の点検 

ウ 消灯及び電源の確認 

エ 消火栓、消火器等の点検 

オ 建物及び外構の各種設備の破損箇所の発見、連絡 

カ 利用者に事故があった場合の通報連絡及び緊急措置 

キ その他必要な事項 

②利用者等の施設における活動が安全に行われるために、施設及び備品等の安全点検を定期

的に実施し、危険箇所を速やかに修繕する等、安全管理を徹底すること。 

③地震や火災などの災害発生時は、利用者の人命確保を最優先とし、被害の拡大防止等に努

めること。 

④けが人や病人が発生した際には、速やかに応急措置を行うとともに、必要に応じて救急車を要

請するなど、適切な処置を講ずること。 

⑤火気取り扱い場所の点検、建物の戸締りの点検、不審者の侵入等の館内及び館外の点検を

行い、事故防止等保安警備にあたること。 

 

（７）設備の保守点検及び維持管理と供与に関する業務 

①清掃業務 

利用者が良好かつ安全な状態で施設を利用できるように日常的に清掃を実施すること。また、

施設周辺等の巡視を行い必要に応じて清掃・草刈・剪定を実施し環境美化に努めるとともに、

管理運営において安全面、機能面の確保に努めること。 

②各種保守点検業務 

指定管理者は、本施設の機能を維持するとともに利用者等が快適に利用できる良質なサービ

スを提供するため、施設設備等について常時点検を行うこと。 

③施設設備の維持補修等 

   ア 定期巡回等により発見した異常箇所については、必要な修繕や部品交換等を行うこと。 

イ 施設の維持補修等について町と協議をすること。 

ウ 管理施設の修繕、改造については、町が自己の費用と責任において実施するものとする。 

ただし、１件につき１０万円（消費税及び地方消費税を含む。）未満の修繕、改造について

は指定管理者の費用と責任において実施するものとする。 

④防犯及び警備業務 

施設内の秩序を維持し、事故、盗難、破壊等の犯罪及び火災等の災害発生の防止に努め、

異常を発見した場合は、直ちに適切な措置を講じること。 

⑤備品の管理業務 

施設で使用する備品については、適切に管理すること。 

⑥拾得物及び遺失物の対応 

拾得物及び遺失物については、遺失物法に則り、適正な管理を実施すること。 

⑦地域、各種団体、町役場等との連携協力 

必要に応じて協議し、対応すること。 

⑧その他 
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本施設は山吹ふれあいセンター内にあるため、同センター及び図書館の管理者と連携しなが

ら管理・運営に努めること。 

 

（８）計画・報告書等の作成及び提出 

①指定管理者は、毎年度町が指定する期日までに業務計画書を提出し、町の確認を得なけれ

ばならない。 

②町及び指定管理者は、業務計画書を変更するときは、町と指定管理者の協議により決定する

ものとする。 

③指定管理者は、毎年度終了後、本業務に関し、町が指定する期日までに次の各号に示す事

項を記載した業務報告書を提出し、町から確認を得なければならない。 

ア 本業務の実施状況に関する事項 

イ 管理施設の利用状況に関する事項 

ウ 料金収入の実績及び管理経費等の収支状況等 

エ 自主事業の実施状況に関する事項 

オ その他町が指示する事項 

④町は、業務報告書の確認のほか、指定管理者による業務実施状況を確認することを目的

として、随時、管理物件へ立ち入ることができる。また、町は、指定管理者に対して本

業務の実施状況や本業務に係る管理経費等の収支状況等について説明を求めることが

できる。 

 

４ 管理経費 

指定管理者は、原則として利用料や自主事業収入等で管理運営することとする。ただし、

特別の理由により追加費用が必要となった場合には、町と協議のうえ、町が必要であると認

めた場合は、町が負担するものとする。 

 

※本施設は、新名神の開通及び新国道バイパスの府道和束井手線までの延伸（開通）に大き

く影響を受けると思われるため、その延伸（開通）までの期間を目途に、本施設の運営に

要する上下水道・光熱費の指定管理者の経費負担の軽減を予定している。詳細は、指定管

理候補者選定後、候補者と協議のうえ決定する。 

 

５ 施設の目的外使用 

 指定管理者は、当該施設を設置管理条例で定めている業務以外の目的で使用する場合は、

あらかじめ町に許可を得なければならない。 

 

６ 物品の管理及び帰属 

（１）施設の管理運営において必要となる備品や什器類の詳細については、指定管理候補者

（または指定管理者）決定後の協議において検討し、指定管理候補者（または指定管理

者）の意見を踏まえ決定する。 

 

（２）指定管理者が行った修繕により結果として資産を取得することとなった場合は、その

資産は町の所有に属するものとする。 

 

（３）指定管理者が購入した備品の所有権は、指定管理者が有するものとする。ただし、指

定管理者が故意・過失により、破損した町所有の備品を購入した場合及び買い換えた場
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合並びに事前に町と指定管理者が協議の上、双方が合意した場合の備品は町が有するも

のとする。 

 

７ 指定管理者が賠償責任を負う範囲 

 指定管理者は、施設の管理運営にあたり、指定管理者の責めに帰すべき事由により町又は

第三者に損害を与えた場合は、その損害を賠償すること。ただし、町が特別な事情があると

認めたときは、この限りでない。 

 

８ 業務内容の変更等 

 町又は指定管理者は、必要と認める場合は、相手方に対する通知をもって業務内容の変更

を求めることができる。なお、通知を受けた場合は、双方協議において定めるものとする。 

 

９ 業務を実施するに当たっての留意事項 

（１）指定管理者が施設の管理運営に係る各種規程、要領等を別に定める場合は、町と協議

を行うこと。 

 

（２）各種規程がない場合は、町の諸規定に準じて業務を実施すること。 

 

 

（３）原状回復義務 

指定管理者は、その指定期間が満了したとき、又は指定を取り消されたとき、若しくは

期間を定めて管理の業務全部若しくは一部の停止を命ぜられたときは、その管理をしなく

なった施設又は設備を速やかに原状に回復しなければならない。ただし、経年劣化や町の

承認を得た場合は、この限りでない。 

 

（４）権利義務の譲渡等 

指定管理者は、協定によって生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、若しくは継承させ

てはならない。ただし、事前に町の承認を受けた場合はこの限りではない。 

 

 

（５）指定の取り消し等 

①町は、指定管理者が次の各号のいずれかに該当するときは、その指定を取り消し、ま

たは期間を定めて本業務の全部若しくは一部の停止を命ずることができるものとす

る。 

ア 業務に際し不正行為があったとき 

イ 町に対し虚偽の報告をし、または正当な理由もなく報告等を拒んだとき 

ウ 指定管理者が本協定内容を履行せず、またはこれらに違反したとき 

エ 指定管理者が指定の解除を申し出て、町が承認したとき 

オ その他、町の指示に従わないとき 

 ②指定を取り消し又は期間を定めて管理業務の全部若しくは一部の停止を命じた場合

において、指定管理者に損害が生じても、町はその責めを負わない。 

 

（６）その他の条件 

①指定管理者は、管理業務の遂行にあたり、関係団体との連携及び協力に努めなければ
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ならない。 

②災害の発生その他特別な事情がある場合で、町が本施設を優先的に使用するときには、

指定管理者はこれに協力するよう努めなければならない。 

③指定管理者は、施設利用者等に対して、その利用に関する各種規定・要領等を定め周

知しなければならない。 

 

（７）その他 

本仕様書に定めのない事情が発生した場合又は指定管理者の業務について疑義が発生

した場合は、町と指定管理者が協議し決定する。 

 

 

【添付資料】 

●井手町 地域振興交流拠点施設敷地（管理地）位置図 

●井手町 地域振興交流拠点施設図面 


